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これまでの温暖化交渉の進展	
•  1988年　IPCC（気候変動に関する政府間パネル）設置	

•  1992年　国連気候変動枠組条約採択（１９９４年発効）	
•  1995年 第1回締約国会議（COP1）：ベルリンマンデート	

•  1997年　COP3（京都会議）：京都議定書採択	
•  2000年　COP6：京都議定書実施規則案に合意できず	
•  2001年3月　米国の離脱表明	

•  2001年10－11月 COP7：マラケシュ合意採択	
•  2005年2月　京都議定書発効	
•  2005年11-12月COP11・COP/MOP1（モントリオール会議）	

•  2007年12月　COP13・COP/MOP3（バリ会議）	
•  2009年12月　COP15・COP/MOP5（コペンハーゲン会議）	

•  2010年11-12月　COP16・COP/MOP6（カンクン会議）	
•  2011年11-12月　COP17・COP/MOP7（ダーバン会議）	
•  2012年11-12月　COP18・COP/MOP8（ドーハ会議）	
•  2013年11月　COP19・COP/MOP9（ワルシャワ会議）	
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COP18の合意:	  京都議定書改正（1）	

•  第二約束期間の目標を定める議定書改正	  
– 第二約束期間は2013年から2020年（Art.	  3.1	  bis）	  
– 全体で、1990年比少なくとも18％削減（Art.	  3.1	  bis）	  
–  EU27（80）、クロアチア（80）、アイスランド（80）、オー

ストラリア（99.5）、ノルウェー（84）、スイス（84.2），モ
ナコ（78）、リヒテンシュタイン（84）、ベラルーシ*（88）、
カザフスタン*（95）、ウクライナ（76）（附属書B）	  

– NF3（三フッ化窒素）を新たなガスとして追加	  
•  HFC245fa、HFC365mfcなど、HFC、PFCについてはIPCC第4次

報告書に記載されているガスも追加（ただし条件つき）	
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COP18の合意:	  京都議定書改正（2）	

•  野心度引き上げ（＝調整）メカニズム	
–  附属書I締約国は、自らの数値目標の引き上げを提案でき、4分の3

をこえる締約国が反対しない限りCOP/MOPが採択。採択の通報の翌
年1月1日に効力発生（Art.	  3.1	  	  ter	  and	  quater）	

–  調整が効力を発生したら、目標引き上げに相当する割当量の計算
を調整するか、割当量を取消口座に移転（CMP決定、para.	  8）	

–  遅くとも2014年までに、附属書I締約国は、自らの数値目標を再検
討することを決定（CMP決定,	  para.	  7）	

–  2014年4月30日までに数値目標引き上げの意思などの情報を提出
。ハイレベル閣僚級ラウンドテーブルで検討し、COP/MOP10（201
4年）で検討（CMP決定、para.	  9）	

•  前の約束期間の最初の3年間（2008-‐2010年）の年平均排出量×
8＜第二約束期間の割当量　の場合、差分の割当量を取消口
座に移転（Art.	  3.7	  ter）	
–  Hot	  airを減らす措置	  
–  参加国を減らすか？	
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COP18の合意:	  京都議定書改正（3）	
•  第一約束期間の余剰排出枠	  

–  第二約束期間に目標を設定する各附属書I締約国は、前約
束期間余剰排出枠リザーブを設置（CMP決定、para.	  23）	  

–  第二約束期間に目標を設定する各附属書I締約国は、排出
量が排出枠よりも少なかった場合、その差分（＝余剰排出
枠）を次の約束期間に繰越できる（CMP決定、para.	  24）	  

•  余ったERUsまたはCERsは、それぞれ、第一約束期間の割当量の
2.5％まで第二約束期間に繰越ができる	  

•  余ったAAUは、無制限で繰り越しできるが、前約束期間余剰リザー
ブ口座に移転される。第2約束期間の排出量がその割当量を超過
する場合に、第二約束期間の目標達成のために、追加期間中にの
み利用できる（CMP決定、para.	  25）	  

•  余ったAAUは、前約束期間余剰リザーブ口座間で移転・獲得できる。
ただし、第一約束期間の割当量の2％まで（CMP決定、para.	  26）	  

•  余剰AAUを購入しない/目標達成に利用しないとの主要先進国の
政治宣言	  
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COP18の合意:	  京都議定書改正（4）	

•  京都メカニズム（1）	  
– 非附属書I締約国（＝途上国）は第二約束期間に

も継続中のCDM事業及び2012年12月末以降に
登録されるCDM事業に引き続き参加できる（CMP
決定、para.	  12）	  

– 附属書I締約国は、2013年1月1日以降も、継続中
のCDM事業及び2012年12月末以降に登録され
るCDM事業に引き続き参加できるが、第二約束
期間の削減目標を設定する締約国のみがCERsを
獲得、移転できる（CMP決定、para	  .13）	  
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COP18の合意:	  京都議定書改正（5）	

•  京都メカニズム（2）	  
– 共同実施、排出量取引は、第二約束期間の削減

目標を設定する国のみ（CMP決定、para.	  12）	  
– 改正が発効する前からも京都メカニズム利用に

支障ができないよう、利用資格条件、約束期間リ
ザーブなどの規定の適用についても決定（CMP
決定、para.	  15、17-‐19）	  
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2013年以降の京都メカニズム（1）	

•  事業者の利用資格は、事業者が認可される国の利用
資格と連動	  
–  日本の利用資格の制限は、日本によって認可される事業

者の利用資格を制限する	  
–  日本法人かどうかは関係がない	  

•  第二約束期間に削減目標を設定しない締約国は	  
–  第一約束期間の排出枠（シリアルナンバーに明記）につ

いては、追加期間が終了する2015年半ば頃まで制限なく
取引が可能	  

–  第一約束期間の削減目標に使用しなかった余剰排出枠
は繰り越しできない	  

–  2013年1月1日以降、第二約束期間に有効な排出枠の移
転・獲得はできない＝共同実施、排出量取引は利用でき
ない	  
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第一約束期間後の手続の流れ	

12	
高村作成�



2013年以降のCDMへの「参加」	
CDM「参加」局面	 可否	

日本から認可された事業者がCDM事業の事業
参加者となる	

○	

CDM理事会が発行したCDMの排出枠を日本の
登録簿の口座で受け取る（原初取得）	

○	

日本の登録簿の口座から日本の登録簿の口座
にCDMの排出枠を獲得・移転	

（○）	

日本以外の登録簿の口座から日本の登録簿の
口座にCDMの排出枠を獲得	

×	

日本の登録簿の口座から日本以外の登録簿の
口座にCDMの排出枠を移転	

×	

CDMの排出枠を目標達成に利用	 日本の2020年目標の達成に使え
るかは、国際的な評価と検討
（IAR）における遵守評価次第。事
業者が自らの目標達成に使えるか
は国の政策による	
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2013年以降の京都メカニズム（2）	

•  すでに2012年末までに始めているCDM事業はど
うなる？	  

•  これからCDM事業を開始できる？	  
•  これらのCDM事業から排出枠は獲得できる？	  
•  すでに獲得して口座に保有している排出枠はど

うなる？	  
•  2013年以降排出枠は取引、売却できる？	  
•  第二約束期間に数値目標を設定する国の口座

を設けたらどうなるか	  
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2013年以降の京都メカニズム（3）	

•  日本の2020年目標達成に使える？	  
– 京都メカニズムの排出枠、その他の市場メカニズム

の排出枠も報告可能。ただし、その評価に関する締
約国の立場を害しない（＝国際的検討と評価の際に
どのように評価されるかは予断しない）	  

– 日本の政治宣言	  
•  “The	  Government	  of	  Japan	  will	  not	  purchase	  AAUs	  carried	  
over	  from	  the	  first	  commitment	  period.”	  	  

•  2013年以降、例えば、自主行動計画の目標達
成に使える？	  
– 日本の2013年以降の国内政策いかん	  
– 第一約束期間の余剰排出枠の扱い	  
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COP18の合意:	  京都議定書改正（6）	

•  Share	  of	  proceeds	  
– 適応基金の資金源となるShare	  of	  proceedsにつ

いて、CDM事業から発行される排出枠2％が引き
続きそれに使われる（CMP決定、para.	  20）	  

– AAUsの最初の国際的移転の際と、ERUsの発行
の際に、排出枠の2％分が適応基金の資金源と
なる（CMP決定、para.	  21）	  

– 後発途上国におけるCDM事業については、引き
続き徴収対象とならない（CMP決定、para.	  22）	  
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京都議定書第一約束期間との違い	
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京都議定書第一約束期間
（2008-‐12年）	

カンクン合意に基づく国際枠組み
（2020年まで）	

削減目標の
法的拘束性	

・削減目標に法的拘束力あり	 ・削減目標の履行を政治的に約
束	

削減目標設
定の方法	

・各国の数値目標の水準は、国家
間の交渉で決定	

・各国の数値目標の水準は各国
が自主的に設定。削減目標の内
容について国際的に説明	

目標達成手
段（アカウン
ティング）の
ルール	

・京都メカニズム、森林等吸収源
などのルールを国際的に明確に
定める	

・目標達成に、市場メカニズムが
（どれほど）利用できるかなどなお
曖昧さ。今後の交渉による	

報告・審査、
遵守評価の
アプローチ	

・毎年排出量を報告、審査を受け
る。約束期間終了後、国が保有す
る排出枠の量と比べて目標の達
成を評価する	

・毎年排出量を報告、審査を受け
る。加えて、2年に一度、目標達成
に向けた施策、その効果などを報
告し、国際的審査を受ける	

不遵守に対
する措置	

・遵守手続の下で定められた、次
期約束期間での未達分の達成な
どの措置をかされる	

・不遵守に対する措置は今の時
点では予定されていない。今後の
交渉による	



REDDプラス	

•  途上国における森林減少等からの排出削
減策（REDDプラス）	  
– 3つのフェーズ（カンクン合意、para.	  73）	

•  第1フェーズ：国家戦略または行動計画、政策と措
置の策定と能力構築の段階	

•  第2フェーズ：その実施の段階	

•  第3フェーズ：十分にMRVされた結果ベースの行動	  

– 市場メカニズムの利用を認めるかをはじめ、資
金支援のあり方について合意がまとまらず	  

•  2013年に結果ベースの資金供与に関する作業計画
（COP18）	   18	




市場メカニズム（1）	
•  多様なアプローチの枠組み	  

– 締約国は、多様なアプローチを発展させ，実施す
ることができること、現実の、恒久的、追加的かつ
検証された削減結果をもたらし、ダブルカウンティ
ングを回避し、排出の純削減をもたらす基準を満
たすものであることを確認（COP決定、para.	  41-‐42）	  

– SBSTAがこうした枠組みを作成するための作業計
画を実施し、COP19に決定案を勧告（COP決定、
para.	  44）	  

– 同じくSBSTAが市場ベースでないアプローチを作成
する作業計画を実施し、COP19に決定案を勧告
（同、para.	  47）	   19	




市場メカニズム（2）	

•  新たな市場メカニズム	  
– SBSTAがメカニズムの方法と手続を作成するため

の作業計画を実施し、COP19に決定案を勧告
（COP決定、para.	  50）	  

– 2013年3月25日までに意見を提出（同、para.	  52）	  

20	




合意の評価（1）	

•  京都議定書第二約束期間の目標を定める改
正採択＝京都議定書の制度は2013年以降も
引き続き運用	  
– ホット・エア、余剰排出枠などの懸念事項に対処	  

•  2020年以降の余剰排出枠	  

– 第二約束期間の目標の対象となる国は30数カ国
だが、対象となる排出量は相対的に小さく（世界
の排出量の約15％に）なる	  
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合意の評価（2）	

•  2013年以降の市場メカニズム	  
– 京都メカニズムの利用制限の影響	  

•  2020年目標達成手段のオプション制約の可能性	  
– 原初取得に限られることで利用可能となる排出枠の量は小さ

くなる。排出枠価格は高くなるおそれ	  
– これは事業者が目標達成に利用しようと思う場合も同様	  

•  排出枠ビジネスへの影響	  

– 枠組条約の下での市場メカニズム	  
•  ルール構築の方向で動いていることは明確だが、なお

時間がかかりそう	  
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炭素市場の行方	  -‐	  2008-‐12年の需給	

23 Source: Carbon Finance at the World Bank, 2011 �



炭素市場の行方	  –	  2013年以降の需要	

24 Source: Carbon Finance at the World Bank, 2011 �



主要国・近隣諸国の動向(1)	
•  米国	  

–  一般教書演説（2013年2月12日）	  
•  “I	  urge	  this	  Congress	  to	  get	  together,	  pursue	  a	  

biparbsan,	  market-‐based	  solubon	  to	  climate	  
change,	  like	  the	  one	  John	  McCain	  and	  Joe	  
Lieberman	  worked	  on	  together	  a	  few	  years	  ago.	  
But	  if	  Congress	  won’t	  act	  soon	  to	  protect	  future	  
generabons,	  I	  will.”	  

–  シェールガス	  
–  EPAによる規制	  
–  Climate	  and	  Clean	  Air	  Coalibon	  to	  reduce	  

short-‐lived	  climate	  pollutants	  
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主要国・近隣諸国の動向(2)	
•  EU	  

–  2011年排出量速報値（EEA）	  	  
•  1990年比17.6%減。国際航空からの排出を含めると

1990年比16.2％減	  
•  CDMなどの排出枠を含めると1990年比20.7％減	  

–  EU域内の第一約束期間の余剰排出枠問題	  
•  余剰のERU/CERの繰越可能	  

–  構造的措置の必要性（リークされたEU委員会
文書（2012年10月））	  

•  30％への目標引き上げ/	  余剰排出枠の繰越制限/	  
年削減率の早期見直し/	  適用範囲の拡大/	  国際ク
レジットの利用制限/	  入札価格の下限設定を含む
価格管理メカニズム	  

–  2013年以降の国際クレジット利用	  
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主要国・近隣諸国の動向(3)	
•  アジア地域、太平洋地域での排出量取引制度

の導入と連結	  
–  オーストラリア	  

•  遅くとも2018年7月1日までに完全な双方向の連結を行うと
のEU-‐豪合意（2012年8月27日）。2015年7月1日から完
全な連結まで暫定連結	  

•  2015年半ばまでに二国間条約を締結する方向	  
–  韓国	  

•  2012年5月法令採択。国際連結の模索	  
–  中国	  

•  第12次五カ年計画（2011-‐2015年）：北京、天津、上海、
重慶、深圳、広東省、湖北省でパイロットプログラム	  

•  「第13次五カ年計画でさらに拡大し、全国規模に」（NDR
C職員へのインタビュー。新華社、	  2012年12月6日）	  

–  NZ、台湾も	  
	   27 
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ご静聴ありがとうございました。	
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